
2

4

8

9

給与費明細書 10

債務負担行為 15

16

17

19

注記表 21

水道事業会計予算

目                   次

水道事業会計予算条文 ・・・・・・・・・・・・・

水道事業会計予算実施計画

　収益的収入及び支出 ・・・・・・・・・・・・・

　資本的収入及び支出 ・・・・・・・・・・・・・

水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・・

令和４年度　水道事業予定貸借対照表 ・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

令和３年度　水道事業予定損益計算書 ・・・・・・・・

　　  　　　　　　　予定貸借対照表 ・・・・・・・・

- 1 -



. 



議案第　８　号

令和４年度　府中市水道事業会計予算

 　(総　　則)

第１条　令和４年度府中市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 　(業務の予定量)

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1) 給水戸数

　(2) 年間総給水量

　(3) 一日平均給水量

　(4) 主要な建設改良事業 配水管改良事業等　事業費

 　(収益的収入及び支出)

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　入

　第１款 水道事業収益

　　第１項

　　第２項

支 出

　第１款 水道事業費用

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　　第４項

 　(資本的収入及び支出)

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が

　資本的支出額に対して不足する額３４８，６１５千円は、当年度消費税及び地方

　消費税資本的収支調整額３４，０２０千円、過年度分及び当年度分損益勘定留保

　資金３１４，５９５千円で補てんする。)

収　　　　　　　　入

　第１款 水道事業資本的収入

　　第１項

　　第２項 補償金及び負担金

　　第３項

　　第４項

12,725戸

2,482,839㎥

6,802㎥

376,950千円

729,504千円

営 業 収 益 654,716千円

営 業 外 収 益 74,788千円

666,947千円

営 業 費 用 627,916千円

営 業 外 費 用 37,030千円

特 別 損 失 1千円

予 備 費 2,000千円

出 資 金 18,289千円

205,732千円

企 業 債 179,700千円

6,500千円

補 助 金 1,243千円
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支　　　　　　　　出

　第１款 水道事業資本的支出

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　　第４項

 　(企業債)

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法は、次のとおりとする。

 　(議会の議決を経なければ流用することができない経費)

第６条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費の金額をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

　決を経なければならない。

　(1) 職員給与費 １２５，０５０千円

   (たな卸資産の購入限度額)

第７条　たな卸資産の購入限度額は、１３，７４１千円と定める。

　　令和４年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　府中市長　小野　申人

554,347千円

建 設 改 良 費 376,950千円

企 業 債 償 還 金 176,397千円

繰 延 勘 定 0千円

予 備 費 1,000千円

配水管改良
事 業 等

179,700千円
普通貸借
ま た は
証券発行

利率5.0％以内
　ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方団
体金融機構について
、利率の見直しを行
った後においては、
当該見直し後の利率

　借入先の融資条件
による。ただし、市
財政の都合により措
置期間及び償還期間
を短縮し、もしくは
繰上償還又は低利に
借り換えることがで
きる。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法
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   収        入

千円 千円

2 受 取 利 息 350 受 取 利 息 350

備 考

下 水 道 受 託 手 数 料 等

営 業 外 収 益

予 定 額目款　・　項

収 入 合 計

(1) 営 業 収 益

(2)

5 引 当 金 戻 入 益

4 雑 収 益

1 他 会 計 負 担 金

3 長期前受金戻入

3 その他営業収益

2 受 託 工 事 収 益

1 給 水 収 益

1 水 道 事 業 収 益

1

729,504

617

62,254

11,566

74,788

654,716

641,799

1

12,916

消 費 税 還 付 金

引 当 金 戻 入 益

工 事 負 担 金

雑 収 益

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

水 道 料 金

量 水 器 使 用 料

受 託 工 事 費

雑 収 益

材 料 売 却 収 益

手 数 料

分 担 金

設 計 審 査 手 数 料

工 事 検 査 手 数 料

指 定 工 事 業 者 認 定 手 数 料

開 栓 手 数 料

11,556

5,773

0

1

三川ﾀﾞ ﾑ小水力発電売電収入

不 用 品 売 却 収 益

　令和4年度　府中市水道事業会計予算実施計画

収  益  的  収  入  及  び  支  出

622,890

18,909

1

307

1,169

190

380

360

239

11,440

0

5,783

0

617

62,254

10
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  支        出

千円 千円

0特 殊 勤 務 手 当

手 数 料 47

浄 水 場 下 水 道 使 用 料 30光 熱 水 費

332

1,721

法定福利費引当金繰入額 法 定 福 利 費 引 当 金

100

賞与引当金繰入額 賞 与 引 当 金

15,231

工 事 請 負 費

1

負 担 金 共有財産管理負担金等

1,644

補 償 費

5,658

材 料 費 電 気 計 装 部 品 等

850

そ の 他

6,218

水 質 試 験 用 薬 品

1,742

ﾎ ﾟ ﾘ 塩 化 ｱ ﾙ ﾐ ﾆ ｳ ﾑ

14,468

次 亜 塩 素 酸 ﾅ ﾄ ﾘ ｳ ﾑ

18,674

薬 品 費

16,022

用 土 浄 水 場 等

34,696

城 山 浄 水 場

17,143

動 力 費

98

修 繕 費 各 施 設 修 繕 費 等

5,731

機 械 賃 借 料 等

5,829

城山浄水場等用地賃借料

62,910

賃 借 料

3,022

委 託 料 浄水場管理業務委託料等

150

通 信 運 搬 費 電 話 料 金 等

1,193

印 刷 製 本 費 各 種 記 録 用 紙

210

燃 料 費 ガ ソ リ ン 代 等

1,175

器 具 備 品 費

1,385

消 耗 器 材 費

9

備 消 品 費

98

被 服 費

4,515

旅 費

180

法 定 福 利 費 職 員 共 済 組 合 負 担 金

3,938

児 童 手 当

期 末 勤 勉 手 当

25

1,789

休 日 勤 務 手 当

134

時 間 外 勤 務 手 当

300

通 勤 手 当

378

住 居 手 当

6,744

扶 養 手 当

13,119

手 当

1 原水及び浄水費 184,387 給 料 3人

(1) 営 業 費 用 627,916

款　・　項 目 予 定 額 備 考

1 水 道 事 業 費 用
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千円 千円

11,448

地 域 手 当 447

手 当

扶 養 手 当 1,014

3

法 定 福 利 費 引 当 金 517

14,277

受 託 工 事 費受 託 工 事 費 1

21,929

手 当

法定福利費引当金繰入額

1

4 総 係 費 81,762 給 料 5人

補 償 費

賞与引当金繰入額 賞 与 引 当 金 2,658

1

備 消 品 費 文 具 消 耗 材 費 814

旅 費 普 通 旅 費 等 109

退 職 給 給 付 金 水道企業職員退職給付費 8,390

法 定 福 利 費 職 員 共 済 組 合 負 担 金 7,575

児 童 手 当 660

期 末 勤 勉 手 当 5,705

休 日 勤 務 手 当 5

時 間 外 勤 務 手 当 5,126

通 勤 手 当 504

住 居 手 当 792

扶 養 手 当 1,038

5,900

動 力 費 各 ポ ン プ 所 11,227

材 料 費 電 気 計 装 部 品 等

配 水 管 修 繕 等 18,305

量 水 器 修 繕 費 8,725

修 繕 費 27,030

賃 借 料 機 械 器 具 賃 借 料 等 1,589

委 託 料 量 水 器 取 替 業 務 等 27,221

通 信 運 搬 費 携 帯 電 話 料 金 等 144

器 具 備 品 費 90

消 耗 器 材 費 588

備 消 品 費 678

被 服 費 40

旅 費 20

法 定 福 利 費 職 員 共 済 組 合 負 担 金 7,129

児 童 手 当 690

期 末 勤 勉 手 当 5,303

特 殊 勤 務 手 当 34

休 日 勤 務 手 当 40

時 間 外 勤 務 手 当 3,465

通 勤 手 当 278

住 居 手 当 624

款　・　項 目 予 定 額 備 考

20,0702 配水及び給水費 115,672 給 料 6人

- 6 -



千円 千円

日 本 水 道 協 会 負 担 金

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

支 出 合 計 666,947

1 予 備 費 2,000 予 備 費 2,000

(4) 予 備 費 2,000

1 特 別 損 失 1 特 別 損 失 1

(3) 特 別 損 失 1

3 消 費 税 3,418 公 課 費 3,418

そ の 他 雑 支 出 525

2 雑 支 出 526 不 用 品 売 却 原 価 1

1 支 払 利 息 33,086 企 業 債 利 息 企 業 債 利 息 33,086

(2) 営 業 外 費 用 37,030

7 その他営業費用 400 材 料 売 却 原 価 400

たな卸資産減耗費 10

6 資 産 減 耗 費 1,010 固 定 資 産 除 却 費 1,000

ダ ム 使 用 権 等 24,421

施 設 利 用 権 2,007

26,428

工 具 器 具 及 び 備 品 1,736

車 両 運 搬 具 455

機 械 及 び 装 置 31,476

構 築 物 180,356

建 物 4,233

5 減 価 償 却 費 244,684 218,256

貸倒引当金繰入額 貸 倒 引 当 金 0

法定福利費引当金繰入額 法 定 福 利 費 引 当 金 560

賞与引当金繰入額 賞 与 引 当 金 2,854

公 課 費 88

自 動 車 保 険 料 等 294

水 道 賠 償 責 任 保 険 料 456

750保 険 料

1,753手 数 料 口 座 振 替 手 数 料 等

1,269報 償 費 年末年始等待機報償費

90研 修 会 等 出 席 負 担 金

1,345水道企業団設立準備会負担金

70水 道 技 術 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 負 担 金

11日水協広島県支部負担金

26日水協中四国支部負担金

102

負 担 金 1,644

賃 借 料 自動体外式除細動機等 441

量 水 器 計 量 委 託 料 等 16,885委 託 料

各 種 郵 送 料 等 840通 信 運 搬 費

款　・　項 目 予 定 額 備 考

印 刷 製 本 費 電 算 出 力 用 紙 等 1,584
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   収        入

千円 千円

  支        出

千円 千円

支 出 合 計

0

176,397

3,002

0

1 予 備 費 1,000

(4) 予 備 費

1,000

554,347

1,000

開 発 費 01

2 負 担 金 負 担 金 消火栓設置工事負担金 6,000

500補 償 金

補 償 金 及 び
負 担 金

179,700

下 水 道 関 係 等 補 償 金

配 水 管 整 備 事 業 等

資  本  的  収  入  及  び  支  出

(3) 繰 延 勘 定 0

1 企 業 債 償 還 金 176,397 企 業 債 償 還 金 企 業 債 償 還 元 金

(2) 企業債償還金 176,397

負 担 金 水道企業団設立準備会負担金 2,486

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

5 営 業 設 備 費 5,488 量 水 器 購 入 費

負 担 金 三川ﾀﾞﾑ更新工事負担金 6,098

機 械 及 び 装 置 浄 水 設 備 等 1,769

4 施 設 改 良 費 171,462 工 事 請 負 費 施 設 改 良 工 事 費 等

376,950

170,000

2 配 水 管 整 備 費 30,000

18,289

163,595

205,732

他 会 計 補 助 金 水源開発事業等補助金

1 出 資 金

工 事 請 負 費 配 水 管 布 設 工 事 費 等 30,000

収 入 合 計

0 工 事 請 負 費 配 水 管 布 設 工 事 費 等 0

(1) 建 設 改 良 費

工 事 請 負 費 老 朽 管 更 新 事 業 等 170,000

(3) 補 助 金 1,243

3 配 水 管 改 良 費

水 道 事 業
資 本 的 支 出

1

1 第 ７ 拡 張 費

(4) 出 資 金 18,289

他 会 計 出 資 金

款　・　項 目 予 定 額 備 考

1 補 助 金 国 庫 補 助 金

1 補 償 金

1,243

(2) 6,500

1 企 業 債 企 業 債

水 道 事 業
資 本 的 収 入

款　・　項 目 予 定 額 備 考

179,700(1) 企 業 債

1

0

予 備 費

0
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　　　科　　　　　目

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　 当期純利益

　　　　減価償却費

　　　　長期前受金戻入額

　　　　受取利息及び受取配当金

　　　　支払利息

　　　　固定資産除却損

　　　　固定資産売却損益（△益）

　　　　未収金の増減額（増加△）

　　　　未払金・未払費用の増減額（減少△）

　　　　たな卸資産の増減額（増加△）

　　　　引当金の増減額（減少△）

　　　　その他流動資産の増減額（△増加）

　　　　その他流動負債の増減額（△減少）

　　　　　小計

　　　　利息及び配当金の受取額

　　　　利息の支払額

　　　 業務活動によるキャッシュフロー

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　固定資産の取得による支出

        開発費による支出

        受贈財産による収入

　　　　固定資産の売却による収入

        国庫補助金等による収入

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　企業債による収入

　　　　企業債の償還による支出

　　　　他会計からの出資による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　現金の増減額

Ⅴ　現金の期首残高

Ⅵ　現金の期末残高 1,036,376

0

83,705

△ 172,811

1,209,187

△ 488,942

260,100

△ 176,395

0

0

0

0

0

△ 33,084

232,426

△ 488,942

8,954

△ 56,978

59,734

265,160

350

1,000

0

△ 6,615

16,414

400

53,515

218,256

△ 62,254

△ 350

33,084

単位：千円　

令和5年3月31日

令和4年度　府中市水道事業予定キャッシュフロー計算書

金　額　　
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1. 総　　括 （単位：人、千円）

ア　 会計年度任用職員以外の職員 （単位：人、千円）

5,433
0

0 ）
0 △ 976 7,449合　　計

（

比
較

0

資本勘定
支弁職員

0 ）
0

6,473

6,473 △ 1,040 5,433

（

116,280
14

（

56,094 38,976 95,070 21,210 116,280
（ 0 ）

14

本
年
度

前
年
度

合　　計

121,713
14

6,664 △ 582

法定福利費 合　　計

0 22,574

職員数の（）内は会計年度任用職員数の外書きです。

（

職　員　数 給　与　費

特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計
区　　分

（ 0

区　　分

手
当
の
内
訳

6,082

職　員　数

特別職 一般職

給　与　費

報酬 給料 職員手当 計
法定福利費 合　　計

0 △ 913 7,577 6,664
0

△ 582

6,082

7,286

0 △ 913 7,577

）

14

（ 1

）

0

（ 0

125,05057,040 47,382 104,422 20,628

57,953 39,805 97,758 21,210 118,968

125,050

57,953 39,805 97,758 21,210 118,968

57,040 47,382 104,422 20,628

）

14

（ 1

前
年
度

比
較

（ 1

14

資本勘定
支弁職員

合　　計

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　　計

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　　計

損益勘定
支弁職員

）

）

14

給　与　費　明　細　書

本
年
度

（ 1

0

前年度 1,740 34

損益勘定
支弁職員

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

管 理 職
手　　当

期末勤勉
手　　当

比　較 144 △ 24 △ 148 △ 140 △ 2 0 0 14

本年度 2,430 1,716 967 10,740 70 34

）
55,118 46,425

職員数の（）内は短時間勤務職員数の外書きです。

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

損益勘定
支弁職員

（

0 ）
55,118 46,425合　　計

退　　職
給 付 費

1,104

）

2,286 1,115 10,880 72

地域手当

447

0

447

121,71320,170

）
56,094 38,976 95,070

101,543 20,170

△ 976 7,449

101,543

21,210

△ 1,040

14

22,588 8,390
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イ　 会計年度任用職員 （単位：人、千円）

2. 給料及び手当の増減額の明細

 ・職員異動による増・退職給付費の増

・0.15月分期末勤勉手当を引下げ
・実施期間　令和4年4月1日

職員数の状況

　本年度

　前年度

　増　減

△ 848

8,425

企業団準備会職員含む人

人

人△ 1

14

13

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

企 業 団 準 備 会 職 員 分

そ の 他 の 増 減 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 減 分

昇給期間短縮に伴う増加分

企 業 団 準 備 会 職 員 分

そ の 他 の 増 減 分

区　分 増 減 額

△ 913

7,577

給　料

手　当

△ 16

△ 1,036

376 402

360 546

123

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

管 理 職
手　　当

期末勤勉
手　　当

退　　職
給 付 費

手
当
の
内
訳

扶養手当 住居手当 通勤手当

51

51

144

地域手当区　分

本年度

前年度

比　較

特殊勤務
手　　当

0

191 458 649
0

0 ）
0 63 128合　　計

（

191 458 649

比
較

0

資本勘定
支弁職員

0 ）
0 63 128

損益勘定
支弁職員

（

2,688 0 2,688
0

1 ）
1,859 829合　　計

（

2,688 0 2,688

前
年
度

資本勘定
支弁職員

1 ）
1,859 829

損益勘定
支弁職員

（

2,879 458 3,337
0

1 ）
1,922 957合　　計

（

2,879 458 3,337

本
年
度

資本勘定
支弁職員

1 ）

手
当
の
内
訳

特殊勤務
手　　当

1,922 957
損益勘定
支弁職員

（

区　　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合　　計
特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計

144 △ 24 △ 148 △ 124 △ 2 0 0

休日勤務
手　　当

△ 130 7,286

22,172

期末勤勉
手　　当

管 理 職
手　　当

2,430 1,716 916 10,380

職員数の（）内は短時間勤務職員数の外書きです。

区　分

本年度

前年度

比　較

8,390

扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

34 0

地域手当

447

0

70 34 0 22,042

1,104

退　　職
給 付 費

447

2,286 1,740 1,064 10,504 72
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3. 給料及び手当の状況

　(1) 職員1人あたり給与

　(2) 初　任　給

　(3) 級別職員数

　（級別の基準となる職務）

事　務　・　技　術

340,225

373,776

一 般 職

７級

２級主事
２級技師

２級技術職

主任主事
主任技師

主任技術職

主任
技術主任

係長 課長 部長

１級

１級主事
１級技師

１級技術職

２級 ３級 ４級

7.1

0.0

42.9

21.4

14.3

14.3

100.0

0.0

0.0

0.0

100.0

0

14

1

令和 4 年 1 月 1 日 現在

令和 3 年

５級 ６級

25.0

区　　　分

1 月 1 日 現在

0

2

3

2

6

区　　　　　　分

0

1

2

6

3

0

0

12

7 級

計

5 級

6 級

3 級

4 級

1 級

2 級

7 級

計

5 級

6 級

3 級

4 級

区　　　　　　分 学　　　　歴

事　務　・　技　術

級 職　員　数（人） 構　成　比（％）

1 級

2 級

0.0

8.3

44歳 8月

337,479

364,714

46歳

16.7

50.0

令和 4 年 1 月 1 日 現在
182,200

国の制度

行政職一（円）

154,900

182,200

1 月 1 日 現在

150,600

事務・技術（円）

8月平 均 年 齢

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（円）

区　　　　　　　　　　　　　分

1 日 現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額令和 3 年 1 月

令和 4 年

大 学 卒

高 校 卒
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　(4) 昇給

　(5) 特殊勤務手当

　(6)期末手当、勤勉手当

　(7)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　(8)地域手当

支 給 対 象 地 域

（％）

（％）

（％）

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に

基 づ く 支 給 率

広 島 市

10.00

10.00

1

全 職 種

区 分

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

1

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％）

定年前早期退職特別制度
3％～45％

備 考

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別制度

2％～20％

20年勤続の者
（月分）

国 の 制 度 2.225 2.225 4.450 0～20％

前 年 度 2.225 2.225 4.450 0～15％

本 年 度 2.150 2.150 4.300 0～15％

区 分
支給期別支給率

支給率計
職制上の段階、勤務の
等級等による加算措置6月 12月

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％）

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

100.00

緊急出動手当

比 較 (B)/(A) （％）

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)（人）

号 給 別 内 訳

0.04

代 表 的 な 職 種

一 般 職

14 13

13 13

職 員 数 (A)（人）

86.67 92.86

13

2 2

合 計

1

13

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)（人）

号 給 別 内 訳

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

４号給

２号給 （人）

職 員 数 (A)（人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（人）

12

11 11

92.86 100.00

15 14

12

比 較 (B)/(A) （％）
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　(9)その他の手当

差 異 の 内 容

12,000

27,000

16,000

28,000

円

円

円

円

　市：家賃額の支給期限の下限

　　　手当額の上限

　国：家賃額の支給期限の下限

　　　手当額の上限

通 勤 手 当 同　じ

扶 養 手 当 同　じ

住 居 手 当 異なる

家賃額に対する支給基準が異なる

国の制度との異同
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

債務負担行為に関する調書

令和4年度
～

令和5年度

期　間 金　額

左の財源内訳

企業債 事業収益
損益勘定
留保資金

その他

限度額

85,712 85,712

66,895133,595 66,700
城山浄水場中央管理室
計装設備更新工事

浄水場運転管理業務

133,595

85,712

事 項

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当年度以降の支払
義務発生予定額

令和4年度

期　間 金　額

- 15 -



当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,327,702

当年度純利益（△は純損失） 60,276

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 1,267,426

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 113

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(2) そ の 他 特 別 利 益 0 0 0

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 113 △ 113

6 特 別 損 失

5 特 別 利 益

(2) 雑 支 出 119 36,125 42,264

経 常 利 益 （ △ は 経 常損 失） 60,389

4 営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 36,006

(5) 退 職 給 付 引 当 金 戻 入 0 78,389

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 64,360

(4) 雑 収 益 9,655

(1) 他 会 計 負 担 金 3,894

(2) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 480

3 営 業 外 収 益

(7) そ の 他 営 業 費 用 0 575,639

営 業 利 益 （ △ は 営 業損 失） 18,125

(5) 減 価 償 却 費 248,423

(6) 資 産 減 耗 費 190

(3) 受 託 工 事 費 0

(4) 総 係 費 66,429

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 159,192

(2) 配 水 及 び 給 水 費 101,405

2 営 業 費 用

(2) 受 託 工 事 収 益 0

(3) そ の 他 営 業 収 益 9,199 593,764

令和3年度　府中市水道事業予定損益計算書
令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

（単位：千円）

1 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 584,565
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資 産 合 計 8,745,235

流 動 資 産 合 計 1,300,791

(9) 仮 払 消 費 税 0

貸 倒 引 当 金 △ 663 △ 663

(8) 未 収 収 益 0

(7) そ の 他 流 動 資 産 97

(6) 前 払 金 0

(5) 前 払 費 用 0

(4) 貯 蔵 品 8,453

(3) 有 価 証 券 0

(2) 未 収 金 83,717

(1) 現 金 預 金 1,209,187

2 流 動 資 産

固 定 資 産 合 計 7,444,444

投資その他の資産合計 8

ｱ そ の 他 投 資 8

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 1,165,984

ｳ 施 設 利 用 権 88,452

ｲ 電 話 加 入 権 207

ｱ ダ ム 使 用 権 1,077,325

(2) 無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計 6,278,452

ｷ 建 設 仮 勘 定 141,396

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 47,958 4,561

ｶ 工 具 器 具 及 び 備 品 52,519

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 13,295 2,150

ｵ 車 両 運 搬 具 15,445

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,098,496 485,113

ｴ 機 械 及 び 装 置 1,583,609

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 3,437,409 5,383,370

ｱ 土 地 148,745

ｳ 構 築 物 8,820,779

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 138,014 113,117

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

令和3年度　府中市水道事業予定貸借対照表
令和4年3月31日

(1) 有 形 固 定 資 産

1 固 定 資 産

ｲ 建 物 251,131
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負 債 資 本 合 計 8,745,235

資 本 合 計 4,062,784

剰 余 金 合 計 1,581,471

利 益 剰 余 金 合 計 1,581,471

ｵ その他未処分利益剰余金 0

ｴ 当年度未処分利益剰余金 1,327,702

ｳ 建 設 改 良 積 立 金 134,192

ｲ 利 益 積 立 金 1,900

ｱ 減 債 積 立 金 117,677

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 0

ｲ そ の 他 資 本 剰 余 金 0

ｱ 国 県 補 助 金

(1) 資 本 剰 余 金

7 剰 余 金

資 本 金 合 計 2,481,313

(1) 自 己 資 本 金 2,481,313

6 資 本 金

資　　本　　の　　部

負 債 合 計 4,682,451

繰 延 収 益 合 計 1,777,534

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,325,637

(1) 長 期 前 受 金 3,103,171

5 繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計 236,395

(6) 仮 受 消 費 税 0

(5) そ の 他 の 流 動 負 債 2,608

引 当 金 合 計 8,075

ｲ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,191

ｱ 賞 与 引 当 金 6,884

(4) 引 当 金

(2) 未 払 金 49,317

(3) 預 り 金 0

ｱ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

176,395

(1) 企 業 債

4 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計 2,668,522

引 当 金 合 計 117,049

ｲ 修 繕 引 当 金 9,168

ｱ 退 職 給 付 引 当 金 107,881

(2) 引 当 金

ｱ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

2,551,473

(1) 企 業 債

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

- 18 -



資 産 合 計 8,677,504

流 動 資 産 合 計 1,103,551

(9) 仮 払 消 費 税 0

貸 倒 引 当 金 △ 663 △ 663

(8) 未 収 収 益 0

(7) そ の 他 流 動 資 産 97

(6) 前 払 金 0

(5) 前 払 費 用 0

(4) 貯 蔵 品 8,853

(3) 有 価 証 券 0

(2) 未 収 金 58,886

(1) 現 金 預 金 1,036,378

2 流 動 資 産

固 定 資 産 合 計 7,573,953

投資その他の資産合計 8

ｱ そ の 他 投 資 8

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 1,139,557

ｳ 施 設 利 用 権 86,446

ｲ 電 話 加 入 権 207

ｱ ダ ム 使 用 権 1,052,904

(2) 無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計 6,434,388

ｷ 建 設 仮 勘 定 64,376

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 49,694 2,825

ｶ 工 具 器 具 及 び 備 品 52,519

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 13,749 1,696

ｵ 車 両 運 搬 具 15,445

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,129,972 453,637

ｴ 機 械 及 び 装 置 1,583,609

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 3,617,765 5,654,225

ｳ 構 築 物 9,271,990

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 142,247 108,884

ｲ 建 物 251,131

ｱ 土 地 148,745

資　　産　　の　　部

（単位：千円）

令和5年3月31日

令和4年度　府中市水道事業予定貸借対照表

(1) 有 形 固 定 資 産

1 固 定 資 産
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負 債 資 本 合 計 8,677,504

資 本 合 計 4,134,587

剰 余 金 合 計 1,634,985

利 益 剰 余 金 合 計 1,634,985

ｵ その他未処分利益剰余金 0

ｴ 当年度未処分利益剰余金 1,381,216

ｳ 建 設 改 良 積 立 金 134,192

ｲ 利 益 積 立 金 1,900

ｱ 減 債 積 立 金 117,677

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 0

ｲ そ の 他 資 本 剰 余 金 0

ｱ 国 県 補 助 金

(1) 資 本 剰 余 金

7 剰 余 金

資 本 金 合 計 2,499,602

(1) 自 己 資 本 金 2,499,602

6 資 本 金

資　　本　　の　　部

負 債 合 計 4,542,917

繰 延 収 益 合 計 1,734,066

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,369,105

(1) 長 期 前 受 金 3,103,171

5 繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計 264,929

(6) 仮 受 消 費 税 0

(5) そ の 他 の 流 動 負 債 2,608

引 当 金 合 計 8,641

ｲ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,408

ｱ 賞 与 引 当 金 7,233

(4) 引 当 金

(3) 預 り 金 0

(2) 未 払 金 95,212

ｱ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

158,468

(1) 企 業 債

4 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計 2,543,922

引 当 金 合 計 122,916

ｲ 修 繕 引 当 金 9,168

ｱ 退 職 給 付 引 当 金 113,748

(2) 引 当 金

ｱ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

2,421,006

(1) 企 業 債

3 固 定 負 債

負　　債　　の　　部
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Ⅰ．重要な会計方針

　地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却方法

　　（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　・減価償却の方法　　定額法

      　・主な耐用年数

            建物　　　　　　　　　65年

            構築物　　　　　　　　38年

            機械及び装置　　 6年～16年

            器機備品　　　　 　　　5年

            車両運搬具　　　 　　　5年

　　（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　・減価償却の方法　　　　定額法

　　　　・主な耐用年数

            ダム使用権　　　　　　55年

　３　引当金の計上方法

　　（１）退職給付引当金

　　　　　　職員の退職手当の支給に備え、当年度末における退職手当の要支給額

　　　　　に相当する額を計上している。なお、職員の退職手当に係る取扱いに関

　　　　　する一般会計との取り決めに基づき、水道事業会計が負担すると見込ま

　　　　　れる113,749千円を計上している。

　　（２）賞与等引当金

　　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその法定福利費の支出に備え

　　　　　るため、当年度末における見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

　　　　　計上している。

　　（３）貸倒引当金

　　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不

　　　　　能見込額を計上している。

　４　その他の重要な事項

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　会計処理は税抜方式によっている。

注　記　表
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Ⅱ．予定キャッシュフロー計算書等関連

　　　重要な非資金取引

　　　　当該事項はない。

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

　１　担保に供している資産等

　　　　当該事項はない。

　２　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）

　　　のうち一般会計が負担すると見込まれる額は1,243千円である。

　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　　当該事項はない。

　４　引当金の取崩し

　　（１）退職給付引当金

　　　　　当事業年度において、退職給付引当金 2,522千円を、退職手当を支給する

　　　　ため取り崩す予定としている。

　　（２）賞与等引当金

　　　　　当事業年度において、６月分期末手当及び勤勉手当及び法定福利費として

　　　　8,075千円を賞与等引当金から取り崩す予定している。

Ⅳ．減損損失

　　　当該事項はない。

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産

　　　当該事項はない。
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